































　かくして 64 年 3 月 23 日から 6 月 16 日まで、
案　浦　　崇
【抄録】
　本稿では、UNCTAD が設立されて 50 年が経ち、節目の年を迎えたので、これまで UNCTAD がどのよう
な変遷を辿り、国際社会にどのような貢献をしてきたのか、今後どのような役割が期待されているのかを検











2 回（68 年、ニューデリー）、第 3 回（72 年、サンチャゴ）、
第 4 回（76 年、ナイロビ）、第 5 回（79 年、マニラ）、
第 6 回（83 年、ベオグラード）、第 7 回（87 年、ジュ
ネーブ）、第 8 回（92 年、コロンビア）、第 9 回（96 年、
ヨハネスブルク）、第 10 回（2000 年、バンコク）、第
11 回（2004 年、サンパウロ）、第 12 回（2008 年、アクラ）、
第 13 回（2012 年、カタール）、第 14 回（2016 年、ナ
イロビ）、と開催されている。
　本稿は、UNCTADの50年の経過を、Ⅰ.UNCTAD















　発展途上国は、1 国 1 票の原則によりすべての
問題が処理され、発展途上国が先進国と対等の立
場を占めることのできる国連の場において、自ら
の要求を貫徹したいと欲するに至り、64 年 3 月
23 日～ 6 月 16 日にかけて第 1 回 UNCTAD をジュ
ネーブのパレデナシオンで開催することにした。

















































を採択するよう 67 年 4 月の会議において提言し、
秋の国連総会において採択された。UNCTAD も
この問題を重視し、68 年 9 月の第 7 回 TDB に『第
二次国連開発の 10 年における国連貿易開発会議
の役割』と題する報告書を提出した。
　69 年には UNCTAD 事務局に技術協力部門が設
立され、UNDP（国連開発計画）活動の一端を担う
ようになった。








動に対する国際機関の役員の評価 4）は、第 1 位「一
般特恵計画」（77.5%）、第 2 位「第三世界の開発促進」
（47.5%）、第 3 位「援助」（37.5%）、第 4 位「他の
国際機関への影響」（27.5%）、の順位であり、多岐
にわたっている。特に、第 4 番目の中で、IMF、





















たか、そして 80 年代に UNCTAD がその機能を
いかに拡大してきたのかを分析する。
　発展途上国の経済主権・人権の主張を背景とし
































ル宣言」（第 4 回 UNCTAD に臨むにあたって出された）、
非同盟国の「コロンボ宣言」、79 年に G77 の「アルー
シャ宣言」（第 5 回 UNCTAD に臨むにあたって出され








　76 年 1 月 26 日～ 2 月 6 日に、発展途上国は、
第 3 回 77 カ国閣僚会議を開催して、新国際経済
秩序樹立宣言及び経済権利義務憲章に沿って意思
統一が行われた宣言及び行動計画 7）を採択した。







IPC は、77 年 6 月の国際経済協力会議（CIEC）閣
僚会議で設立への基本的合意がなされ 9）、78 年





























　83 年 6 月 6 日 ～ 7 月 3 日 に か け て、 第 6

















　第 7 回 UNCTAD に臨むにあたって、G77 の閣




資するとしている。同年 7 月 9 日～ 21 日にかけ























































































改革となった。この傾向は 2000 年 2 月 12 日～ 19



























べき 8 つの目標を掲げ、達成期限となる 15 年ま
でに一定の成果をあげた。その内容は後継となる
「持続可能な開発のための the 2030 Agenda」に
引き継がれていく。この後、UNCTAD はミレニ
アム開発目標（MDGs）を取り入れることになった。











の機関であることを意味する。08 年 4 月 20 日～



















































は無理だと考え、G7 を G20 に拡大して対応する
必要性を認識した。2008 年秋からの 3 度にわたる
金融サミットを経て G20 サミットを「国際経済協
力に関する第 1 のフォーラム」と位置づけた。
　15 年 9 月 25 日の「持続可能な開発サミット」で、





（MDGs）を土台としている。SDGs の目標 17 項目 17）
はいずれも、持続可能な開発、民主的なガバナン
スと平和構築、気候変動と災害に対する強靭性と
いう、UNDP の戦略計画（13 年 9 月の UNDP 執行理
事会が『国連開発計画（UNDP）戦略計画 2014-2017』を
承認した。）の重点分野と結びついている。




が作成された。UNCTAD は、上述の the 2030 
Agenda の他、the Addis Ababa Action Agenda、










のテキストに基づきながら第 14 回 UNCTAD が、
16 年 2 月 17 日～ 22 日に、ナイロビで開催され、
「決定から行動へ : 貿易と開発のための包括的で公
平なグローバルな経済環境に向けて」というテー








　上述の 90 年代後半以降の UNCTAD の特徴は、
UNCTAD が GATT 及び WTO と対抗関係にあ
ることを浮き彫りにした。95 年に WTO が設立
されたことによって発展途上国の 4 分 3 が加盟す




































あり、1 国 1 票の原則に基づく国連の専門機関で
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The progress and the future of UNCTAD
Takashi ANNOURA
【abstract】
    This paper shows how UNCTAD has changed in the last 50 years, how UNCTAD contributed to international 
society and how UNCTAD can play a role in the future.On the progress of UNCTAD 50 years, this paper 
is composed of three parts ; Ⅰ. the establishment and the development of UNCTAD, Ⅱ. the extension of 
UNCTAD’s function and Ⅲ . the crisis and the future of UNCTAD.
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